　　　　　　　　　
本州四国連絡高速道路の

出資金に対する意見書
平成２２年５月

大　　　　阪　　　　府
兵　　　　庫　　　　県
岡　　　　山　　　　県

広　　　　島　　　　県
徳　　　　島　　　　県
香　　　　川　　　　県
愛　　　　媛　　　　県
高　　　　知　　　　県

大　　　　阪　　　　市

神　　　　戸　　　　市
本州四国連絡高速道路は、全国の高規格幹線道路ネットワークを構成し、関西・中国地方と四国地方を結ぶ大動脈です。また、両地域の連携や経済活動、文化・観光の振興等を支える重要な路線であることから、関係地方公共団体は厳しい財政状況のなかで、平成21年度までに総額4,890億円もの出資を行い、責任を果たしてきたところです。
しかしながら、国土交通省が平成22年4月9日に発表した「高速道路の再検証結果と新たな料金割引」においては、具体的内容が事前に知らされないまま、平成34年度まで10年間の地方の出資期間延長が一方的に示され、出資地方公共団体と協議する場すら設けなかったことは誠に遺憾です。これは出資地方公共団体を軽視していると言わざるを得ず、地域主権の理念に反したものです。

本州四国連絡高速道路に対しては、NEXCO路線では求めら
れていない出資を行ってきており、さらに追加出資を特定の地方公共団体のみが求められることは、不公平であり、到底同意できるものではありません。
国は、地方に負担をかけることなく、追加出資に換わる財源を確保し、すべての国民が平等に使いやすい料金体系を構築することが必要です。
以上により、本州四国連絡高速道路出資地方公共団体は次のことを申し入れます。


本州四国連絡高速道路出資地方公共団体

大阪府知事

橋　下　　　徹
兵庫県知事

井　戸　　敏　三
岡山県知事

石　井　　正　弘

広島県知事

湯　﨑　　英　彦
徳島県知事
飯　泉　　嘉　門
香川県知事

真　鍋　　武　紀
愛媛県知事

加　戸　　守　行

高知県知事

尾　﨑　　正　直

大阪市長

平　松　　邦　夫
神戸市長

　　矢　田　　立　郎



　国は、本州四国連絡高速道路出資地方公共団体に対し、平成２４年度以降の追加出資を求めないこと。












































